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性

我々は絶えず、人口構造、経済、技術といっ

た多くの分野における深刻な変化、そして増

Moeglichkeit und Grenzen der Schaffung von Arbeitsplaetzen

durch organisierte Selbsthilfe

Hans-H. Muenkner (Universitaet Marburg)

海 外 論 文 ポ＆ レ トー



55

協同の發見 2001.8 No.110

えつづける環境の負荷に直面している。これ

らの社会的、経済的、技術的そして生態学的

な変化のため、我々は古い概念に別れを告

げ、古くて新しい問題に対する新たな解決の

糸口を探求しなければならない。

１．1．人口統計的変化

人口統計の変化が第１番目にとりあげられ

るべきである。なぜなら人口統計の変化は、

当該テーマである「働く場の創出」を直接的

に表すばかりでなく、明示的であり、計測す

ることもできるからである。医療の進歩、死

亡率の低下、そしてより長く生存が可能と

なったことによって、先進国において「若い

年配者」という現象が引き起こされた。彼ら

は退職後、さらに長い期間の年金生活を享受

する。しかしまた、第三の人生における意味

のある活動のために新たな世界を探してい

る。一方、出生率の激減により典型的な人口

ピラミッドから逆ピラミッドへと変化した

が、これはますます減少していく若者が、増

加していく高齢者の福祉制度を引き受けねば

ならないということである。このことによ

り、世代間契約や年金について適切な方策を

立てることは制約されており、ここ数年来、

周知のごとく討議されているテーマである。

１．2．工業社会からサービス社会への移行

と技術革新

工業社会から情報・サービス社会への移

行、工業の生産過程での機械と人間の交代、

ますます完備されていく輸送や情報システム

により増加する流通、ならびに市場のグロー

バル化によって、就業場所としての工業生産

の重要性はサービスと比較して低下してい

る。

先行的サービス分野およびアフターサービ

ス分野（研究や開発、輸送、広告、整備や修

理）は、生産に比例していちだんと拡大して

いる。ますます生産者によって、消費者が行

う無報酬の労働が計画的に仕組まれ、セルフ

サービス、あるいは商品やサービスの自動販

売が消費者にゆだねられている。消費者は

「プロシューマー（生産的消費者）」（１）へと

進化しているのである。例えば、事務所でコ

ンピューターを導入することによって、E

メールとインターネットでコミュニケーショ

ンが行われれば、秘書の仕事について新しく

定義しなければならない。その他に伝統的職

業の価値が喪失することの例は、手工業や採

鉱に見ることができる。一方、新しい職業が、

とりわけコンピューターによる情報処理や高

い技術の分野で生れている。

１．3．価値の変化

人口統計的変化、技術的変化と平行して、

社会の基本構造の変化と関連した価値の変化

が起こっている。従来、家族、地方自治体、

学校、教会といったものは、価値観や習慣お

よび伝統の伝承を保障するものであった。（ 2）

評論家は、社会に対する責任が縮小してい

く中での連帯性の欠如、きずなの喪失、エゴ

イズム、社会制度が約束するあらゆる権利へ

の要求といったものを、家族や学校等におけ

る発展的傾向であると指摘する。１人世帯

数、2人世帯数、子どものいない世帯数、母

子家庭、父子家庭、広がる若者の犯罪、独居

老人の孤独、選挙離れの増加、これらは評論

家のいう発展的傾向の明白な兆候といえる。

２．既存の概念の固執による実践的な解決の

妨げ

経済や社会における根本的な変化状況に直

面して、既存の概念に対して固執すること
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は、何ら実践的な解決をすることができな

い。それはむしろ兆候の癒しや間違った概念

を導くことになる。（ 3）

　

２．1．労働の概念

ここで労働の概念はとりわけ労働組合にお

いて、依然として工業社会に関して強く刻み

込まれている。何をおいても、販売製品を生

産する有給の仕事こそが労働とみなされる。

仕事は機械の導入で減少し、現在ある仕事は

可能な限り、賃金が完全に均等化するように

分配されなければならない。ここでモデルを

提案する。1週間で32時間の労働、60歳で年

金生活（定年）、新しい職場での超過勤務の

転換である。

新しい資格によって柔軟に提供されるであ

ろうサービスの価値は、実際に増大してい

る。仕事が少ないのではなく、高すぎるので

ある。重要な仕事は依然として行なわれない

ままである。（例えば学校や大学などで。）多

くの仕事は、増加する「自由な時間」のなか

で、個人的な仕事として行なわれている。例

えば手工業の仕事にかける時間は計ることが

できない。その結果、日曜大工がブームにな

り、無届の労働が増加している。また、時間

労働も増えており、パートタイマーの数は

1994 年から 1998 年までに、25 万人から 50

万人と 2 倍に増加した。（ 4）

すでに現在、年金を受給する平均年齢は

60歳以下である。職場の流動化や高い賃金・

臨時収入により、ますます多くの仕事場が低

賃金国へと置きかえられた。この展開に関す

る1つの印象深い例として、ドイツの紡績産

業を挙げることができる。高賃金や短い労働

時間について何年も粘り強い交渉を行ってき

た後に、ついに雇用者と労働組合の間で協議

がまとまった。ただしそれはある時点、ドイ

ツでこの分野の職場がほとんどなくなりかけ

た時期のことである。

このような限定条件において、経営者・雇

用者の視点からいうと、いつも仕事場をなく

すことでコストを下げる合理化や近代化を行

うということは、例えば超過勤務による高賃

金の「職場占有者」の数の低下にともなう負

担を負うことを意味する。

高い賃金の場合、雇用者は高い能力や高い

生産力、そして高い柔軟性を求める。この条

件において低賃金で働く人がいる場合や能力

の低い者が高い柔軟性を示したとしても、職

場は低資格者のためのチャンスや低生産力で

労働するチャンスを見い出すべきで、またそ

うした場合にそのチャンスは与えられてい

る。実際は次のことを示している。柔軟性が

なければ、新しい職場はない。

２．2．「失業」の観念

工業社会での労働者の模範的なモデルは、

終身雇用契約での男性の専門技術者である。

失業は、失業してから最初の労働市場におい

て新しい職場を見つけるまでの一時的な雇用

関係の中断であると見なされている。

ところが実際には、失業はますます長期に

及び増加している。そのほとんどが、人員削

減の促進や企業の合併によって起こってい

る。労働者にとってこの進展は、近代化に

よって陳腐化した職業での資格が喪失したこ

と、経験、知識が無意味なものとなったこと

を意味する。この例として、コンピューター

の習得を拒否するハイテク企業の中年女性速

記タイピスト、あるいは鉱山の閉鎖後プログ

ラマーに転向することを拒んだ鉱山労働者を

挙げることができる。

このような過程で職場を失った人々にとっ

て、更なる新しい能力なしでは、サービス社
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会で高い賃金の職場を見つける見込みはな

い。失業か自立、つまり見せかけに自立をす

るか再学習をするかの二者択一である。

初歩的な能力がもともと欠けている若者

は、高い賃金分野での職を得る見込みがな

い。ここでも法則がある。“仕事の領域にお

ける柔軟性や低賃金の仕事がなければ、収入

を得るチャンスはない。”高い費用をともな

う不自然な教育事情による教育社会では、初

歩的能力をつくりだす試みは経験上、比較的

わずかな成果しかもたらさない。このこと

は、たびたび学業を放棄する若者のモチベー

ションが低いためであり、今後の雇用者の要

求に応じるものではなく、実務とは程遠い教

育によるものである。（ 5）

事実すでに今日、全労働者の50％以上が、

柔軟な労働状況やサービス分野での期限付き

のパート契約のパートタイマーとして、ある

いは名目的謝礼に基づいて働いている。（ 6）

この新しい労働の観念は、雇用者側の新し

い要求でもある。サービス社会における経営

管理では、将来とりわけ、事業によって異な

る労働時間モデルを組み合わせることや、高

い柔軟性にもかかわらず高い生産力が生じる

ということが起こるであろう。（参照例：フォ

ルクスワーゲンでの 1 週間 4 日の労働モデ

ル）

こうした事情により、今後時間労働のよう

な新しい労働形態や、生産過程での部分的な

外注（例えば日本企業における清掃、社員食

堂、警備、包装、配送）（７）が、ますます価

値を増すであろう。まさに外部委託では、こ

の分野で「離職した」労働者の連合が、自分

達のためにセーフティーネット組織を設立す

る可能性を提供している。その組織では、労

働者は将来自立し、そしてリスクを覚悟し、

以前はサラリーマンとして行っていた仕事を

引き継いでいる。サービス社会においては、

工業社会で正社員の職を失った人が「失業

者」になるのではなく、伝統的な職場が柔軟

な就業関係に変わるであろう。パートタイム

のほかに、独立した仕事や、賃金の支払われ

ない名誉的な活動、ならびに個人的な生産の

ための活動がますます重要になってきてい

る。（ ８）

３．社会制度に対する考慮

失業者のための社会制度は本質的にもはや

現代的ではなく、伝統的な労働と失業の観

念の上につくりあげられている。

社会保障制度のおかげで、ドイツでは仕事

場を喪失した当事者が、貧困に陥ることはな

い。実質的な貧困状態は、失業手当や失業援

助、社会扶助によって軽減される。しかし、

自信の喪失や労働生活から切り離されるこ

と、受給者資格へと滑り落ちることによって

条件付けられた社会コストは著しいものであ

る。また、失業者の給付による国庫の負担も

同様である。（平均的に見積もって、年に1人

あたり 3 万マルクである。）（９）

この点から、仕事を探す義務、あるいは「要

求できる」仕事を受け入れる義務は、失業者

が社会給付を請求することに相反している。

ドイツでは、その義務は徹底的には遂行され

ていない。社会国家は、しばしば自身で解決

することができる人にも、彼らが望むかある

いは知っていれば援助をする。

そのほかの例としてデンマークのような近

隣国では、失業者が再教育を受けることやあ

るいは仕事を提供されることを拒否すれば、

援助のきりつめによって制裁される。（１０）

労働を創造する措置を講じることのみでは

自助力は活性化されない。活性化されない

で、高い経費とただ短期間の何の影響も残ら
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ない労働関係が提供され、そしてその奨励の

後、およそ3分の2が再び失業する。自主性

や自助の意志を強くし、あるいはグループで

自らを援助することを促進するセーフティー

ネットに対して、それを発展させるための対

策はドイツでは今まで軽視されている。（近

隣国のイタリアやフランス、スペイン、イギ

リスでは違っている。）（１１）反対に、「社会扶

助給付の請求をするためのその要件に対して

制限をし、あるいは罰を課している。そのう

え自主性にさえも。」その要件は、例えば無

報酬の仕事を受けることは明確に除外してい

る。コンビローン（Kombilohn）の援助を得

て自助組織を失業者とともに設立する試み

は、( 12) ドイツでは目標としては追求されて

おらず、不信の念でとらえられている。これ

らの結果、大失業による高い経済的・社会的

コストや長期失業、特に若者の失業による長

期的な悪影響を背負い込み、そして、それは

次の世代にも引き続きもたらされる。増え続

ける手当受給者に給付をするために、資金が

足りるうちは、そのコストは社会保障資金や

納税者からまかなわれる。

古い概念や時代遅れの概念のモデルに対し

て固執することは、新しい解決の道を妨げる

ことになる。新しい労働環境において、概念

を考え直すことが必要であり、また能力の習

得方法をつくり変えること、報酬のある仕事

や無報酬の仕事を評価することが重要である

が、それは（まだ）十分になされてはいない。

コール政権は、以下のような先を見越した改

革を行った。

・失業保険に対する請求期間の短縮

・疾病時の賃金の継続支給を制限すること

・小企業（従業員10人未満）が仕事を促進

するための解雇告知に関する規則

これらは赤・緑連立政権によって撤回され

た。

Ⅱ．サービス社会における労働の新しい概念

１．サービス社会への移行

工業社会から人間中心のポスト工業である

サービス・情報社会へ移行するなかで、労働

の概念を再考することが求められている。そ

れは 150 年前の産業革命期の経済的、社会

的、政治的変化をもたらした転換と同じで、

１つの区切りである。

　サービス社会はほぼ全ての局面において、

労働の柔軟性を求めている。

・ 労働時間

・ 仕事場

・ 労働賃金や特別な報酬

・ 解雇規制

ますます加速する技術的な変化に即して、

継続的に学ばなければならない。仕事と教育

を結合するという新しい形態では、企業や教

育現場、政府あるいは非政府組織（ＮＧＯ）、

非営利組織（ＮＰＯ）における緊密な協力が

必要とされている。新しい能力の要求に応え

ることができ、また雇用関係を考慮すること

のできる連合や協同が求められているのであ

る。そしてそこでは、賃金労働や社会的な仕

事、自家消費のための生産、学習、自由時間

の局面を包括することができる。　　

労働の新しい形態は発展し、われわれの社

会制度の負担能力と同様に人口統計の構造変

化に対し適切な決定を行う。その社会制度が

新しく世代間契約・年金制度・老人福祉制度

をつくることに対して限界があるということ

が、論争することによって目に見えてくるで

あろう。

ローマクラブの報告、「われわれは将来ど

のように働くのか」において G i a r i n i と
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Liedtke は、ライフサイクルの過程での教育

と仕事の地層モデルのビジョンを描いてい

る。そのサイクルの過程では、教育と賃金労

働、無報酬（貨幣に換算されない）労働、そ

して私的生産のための自己利益（非金銭的

な）労働は区別されており、これらは時間的

に相互に続く局面で互いに連なるのではな

く、層の様に積み重なっている。（ 13）

このような解釈はすでに70 年代に、ある

職業グループで試みられた。このグループは

とりわけ高い能力の要求を満たさなければな

らず、また労働時間や場所、継続教育に関し

て非常に高い柔軟性を見込んでいた。―

開発援助組織（コンサルタント）の協同者で

ある。（ 14）

２．社会国家の新しい概念

失業者の少ない時期や、社会保険制度の支

払いをする人たちの大きなグループが存在し

ていた時代に、個人が（高い）支払いをする

ことのない完全車両保険が促進されたが、そ

の意味において、社会国家による市民のあら

ゆる生活保障は、大失業時代や保険料を支払

う人が減少した時期には資金の調達をするこ

とができなくなる。

社会立法機関はジレンマに陥っている。一

方では、失業の実質的な影響を和らげなけれ

ばならず、また失業者支援あるいは社会援助

の受給者やその家族に、人間に値する生活を

可能としなければならない。他方では失業者

に対して、労働生活に再び戻るための場合に

よっては、必要な資格の習得のために刺激を

与えなければならない。つまり労働の準備や

自発的能力が、受身の社会扶助受給者をつく

ることよりもより必要なのである。

イギリスはこのような考えを、「労働のた

めの福祉」というプログラムに盛り込んだ。

そのプログラムでは、低賃金はただ社会的弱

者にせいぜい臨時の仕事を与えるだけにすぎ

ないという認識が考慮されたのである。しか

し、継続的に労働生活を行うことは保証され

ていない。( 15)

一部激しく議論が行われている論拠（630

マルクの仕事、うわべだけの自立、60歳での

年金）について、ドイツで社会制度の構造を

変革する努力をしているあいだ、近隣国のデ

ンマークではすでに、発想の転換をすること

で次のような具体的な成果を示している。

・ 1992年以来、失業者12パーセントから

　　 5パーセントへと減少

・ 4パーセントに若者の失業が減少

デンマークでは、社会国家は労働組合の協

力の下で新しくつくられた。M a t t h i a s

Nass( 16) は以下のように、このデンマークモ

デルの強みを新聞「Die Zeit」に短い記事と

して書いている。

・変化に対する覚悟と能力

・ 権利だけではなく、責任の強調

・代償なしには国家的な成果はない

・労働法、特に解雇からの保護に対する　

　 柔軟性

デンマークでは、労働者を解雇することは

簡単である。それゆえ労働に対するニーズが

生じるとすぐに、労働者は必要によって雇わ

れる。

未熟練労働者が失業した際に、4年間にわ

たって賃金の90パーセントが引き続き支払

われる。失業手当は平均して以前の収入の

70 パーセントに達するが、失業者が与えら

れた職を受け入れなかったり、あるいは継続

して学習することを拒んだりした場合、厳し

く生活費の支払いを減らされる。若者が教育

機会の提供、あるいは仕事を拒否した場合

は、彼らは国からお金を得ることができな



60

自助組織による働く場の創出における可能性と限界

い。

デンマークでは60歳での年金制度は期待

に応えるものではなかったので、再び断念さ

れた。

デンマークモデルの要素を加味した解決策

は、例えばオッフェンバッハ市で2，3 年前

から実際によい成果を上げている。（ 17）

３．当事者による再考

赤・緑連立政権によって約束された創造的

な能力を活発化することや自己責任を強化す

ること、給付準備の奨励、そして自助に対す

る刺激（ 18）は、なかなかその効力を現さない。

そのかわり10年来認められ得る価値変化の

傾向や、あるいは家族や社会から根無し草ま

での個人の開放を導く伝統的な価値の衰退

（観察者の視点による）が原因で、協調性の

喪失、連帯の否認、社会的課題に対する無関

心といった状況は続いている。しかも権利に

対する考えや受け手の気質に代わって、自己

能力を信頼し、自助の準備をし、義務や社会

的責任を受け入れるような古い価値の再発見

をも無意味となる。

時間厳守、信頼性、コミュニケーション能

力、誠実、秩序、自制心（柔軟な能力）のよ

うに二次的に有用なものは、雇用者によって

高く評価されるが、若者にはおおむねそれが

欠けている。しかし社会的制度は従来のやり

方で、若者に対してそうした価値や道徳を伝

えていた。失業した若者や児童労働者、ある

いは1人で子育てをしている親、そして匿名

の教区あるいは宗教的拘束のないところで義

務教育を受けたもの、また義務教育を終えて

いない子供たちにとって、家族、学校、クラ

ブ、自治体、仕事場、教会といったものは価

値の無いものである。（ 19）

実際、失業した親の家族がいて社会給付の

生活以外を知らない若者が、模範や指針を見

つけることは困難である。

このような条件の下で、自助の心構えや自

発性、自信あるいは楽観性がどこからやって

くるのかが問題である。

ドイツではただためらいがちである新しい

価値や連帯感に関して、遅ればせながらも議

論が行われるなら、自助組織の可能性や形

態、そして協同組合による仕事は、重要な事

柄として貢献することができるであろう。（

20）

この考えから協同組合は、一見したところ

矛盾めいたものが混在する組織のようにみえ

る。「自己利益、相互扶助、共感して協力を

することによる自己の地位の強化。」協同組

合は開かれた組合員制の原則に従うが、ただ

し同意した人々のみ、責任を引き受け、リス

クをも負担する。エゴイズムや結びつきの喪

失に代わるもの－そこでは価値のある経済

体、社会的責任や共同体への尽力が、ある確

固とした状態の価値をもつ－として、共に働

き互いに役に立つための協同の機会を与える

組織での経験は、指針を失った人たちにとっ

て、有用な考える刺激を与えることができる

ものである。

社会扶助モデルの改善を立案することや、

雇用を改善すること、そして行政計画やプロ

グラムによる失業者や社会扶助受給者にその

ときの労働市場の需要に応じて、ますます急

速にすたれていく実証的知識や技能を身に付

けさせることに代わり、ようやく大失業の根

本的問題や過大な要求をされている社会扶助

制度についての取り組みが行われるであろ

う。

・人間に自助に対する動機を持たせ、能力

（資格）を与えること

・堅実な能力（資格）を習得する機会を与
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えること

・変化する労働環境において、当事者があ

　る方向付けを持つことのできる基本的価

　値を人間に与えること

どの年代の失業者も、そして失業によって

イノベーション的危機にさらされた職場で脅

かされている人々も、学習することを認識し

なければならないし、基本的な教養を広げ、

それを安定させる必要がある。彼らは生涯に

わたって継続的に学習しようとする自覚や覚

悟を、多面的に役立つ能力と結びつける必要

がある。そうでさえあれば、彼らは将来の労

働市場においてチャンスを得るであろう。
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